
［江別市］施策達成度報告書

政策 06 市民協働によるまちづくり

施策 02 男女共同参画社会の形成 主管課 政策調整課

施策の環境変化と課題

施策の環境変化（ 年度）23 施策の課題（ 年度）23

・少子高齢化は全国的な傾向であるが、江別市で
も高齢化率は23％と高い。また、今後江別市では
全国を上回るペースで人口減少が進むものと推計
されている。
・総務省の調査によれば、平成9年に共働き世帯数
が男性雇用者と非就業者の妻からなる片働き世帯
数を逆転して以降、その差は年々広がり、平成23
年には共働き世帯数987万世帯、片働き世帯773万
世帯となっている。
・平成22年12月に閣議決定された国の「第3次男女
共同参画基本計画」では、女性の活躍による経済
社会の活性化が強調されており、それを推進する
ための「ポジティブ・アクション（積極的改善措
置）」が重要であるとの方針が出されている。
・江別市では平成21年に制定された「江別市男女
共同参画を推進するための条例」の理念に基づき
、「江別市男女共同参画基本計画」を策定し、施
策を推進している。

・男性の家事や育児への参加意識が高まっている
と考えられる一方で、企業による産休・育休への
理解は長引く不況下においては思うように進まず
、依然として仕事と子育ての両立が大きな課題と
なっている。
・国の調査によると女性の賃金水準は男性の約7割
と低く、また、女性労働者の約半数が非正規雇用
である。こうした実態から、就業環境における男
女間格差の存在がうかがえるものの、自治体単独
の取り組みで格差を解消することは難しい。
・江別市の付属機関として法律や条例により設置
されている審議会等の委員は、関係する行政機関
の役職者や学識者、有資格者、自治会をはじめと
する各種団体の役員等が務めていることが多く、
男性委員の割合が高くなっている。

施策の目的

家庭・地域・職場や行政において性別役割分担意識や男女不平等意識の解消を図り、女性の社会進出を促進します。

対象（誰を対象とした指標か） 意図（対象をどのような状態にしたいか、施策のねらい）

家庭・地域・職場・行政 性別役割分担意識と男女不平等意識の解消や女性の社会進出等が図
られる。

施策の目的をあらわす指標の動き（成果指標）
施策の成果をあらわす指標 単位 初期値 後期目標値

家庭・地域で男女が不平等だと思う市民割合 ％ 45.7 51.8

年度21 22 年度 23 年度

施策の達成状況（23年度）

　成果指標である「家庭・地域で男女が不平等だと思う市民割合」は前回アンケート調査からは、8．1ポイント向上し、初期値と比較
しても向上していることから、徐々にではあるが、これまで行っているセミナーなどの啓発活動による成果が出ているものと考えられ
る。今後も引き続き男女不平等意識の解消に向け、啓発活動を進めていく。
　

施策事業コスト 年度決算額22

ﾄーﾀﾙｺｽﾄ（千円）

事業費（千円）

人件費（千円）

11,026 923 11,260

951 923 1,144

10,075 10,116

23 年度決算額 24 年度当初予算

- 43.7



基本
事業 01 男女平等意識の確立

基本事業の目的

社会的性別（ジェンダー）が性差別、性別による固定的役割分担、偏見等につながることのない様、意識の変革を図るとともに様々な場面
で性別による固定的役割分担意識の解消に向けた社会的合意形成を目指します。

対象（誰を対象とした指標か） 意図（対象をどのような状態にしたいか、施策のねらい）
家庭、職場、地域、行政 男女の固定的役割分担意識を学校、家庭、地域、職場のさまざまな

場面で解消していくことにより、男女平等に係る社会的合意形成が
図られる。

基本事業の目的をあらわす指標の動き（成果指標）
基本事業の成果をあらわす指標 単位 初期値 後期目標値

家庭生活の中で男女平等であると思う市民割合 ％ 36.2 37.3

年度21 22 年度 23 年度

18.9

- 45.4

職場・職業で男女平等であると思う市民割合 ％ 19.8 - 23.8

基本事業の達成状況（23年度）
 成果指標の推移から、家庭生活における男女平等の意識は改善が見られるが、これは、共働き世帯の増加や、講演会・セミナーなどこ
れまでの地道な啓発活動により、男性の家事や育児への参加意識が高まってきたことによるものと考えられる。一方で、職場・職業で
は平等意識が未だ2割程度に留まっており、これは就業環境の男女間格差の存在や管理職等指導的立場の女性比率が低いことが、原因と
考えられる。今後は職場における男女共同参画に積極的な企業等の事例を紹介していくなど、この分野における取り組みを進めていく
。

基本事業コスト 年度決算額22

ﾄーﾀﾙｺｽﾄ（千円）

事業費（千円）

人件費（千円）

11,026

951

10,075

23 年度決算額 24 年度当初予算

923

923

11,260

1,144

10,116

基本
事業 02 女性の社会参画の推進

基本事業の目的

女性が働くための環境づくりや行政への女性の参加を促進するとともに、家庭や地域等さまざまな場面において、女性の社会参画を促進し
ます。

対象（誰を対象とした指標か） 意図（対象をどのような状態にしたいか、施策のねらい）
家庭、地域、職場、行政 行政・社会の場で女性の社会参画が促進される。

基本事業の目的をあらわす指標の動き（成果指標）
基本事業の成果をあらわす指標 単位 初期値 後期目標値

女性が社会参画していると思う市民割合 ％ 51.5 51.5

年度21 22 年度 23 年度

25.0

- 52.4

女性の審議会等登用割合 ％ 24.3 24.0 25.3

基本事業の達成状況（23年度）
 女性が社会参画していると思う割合は、全体としてはほぼ横ばいであるが、６０代以降は参画していると思う割合が高く、３０代から
５０代は低い傾向にあることから、子育て世代が不十分さを感じているものと考えられる。今後は、子育て世代が社会参画しやすい環
境をつくることで意識を高めていく必要がある。また、女性の審議会等登用割合については、初期値からの改善がみられない状況であ
り、目標達成は困難であるが、今後とも推薦団体の見直しや公募枠の拡大など、女性登用拡大に向け積極的に働きかけることで女性の
審議会等登用割合の増加を目指していく。

基本事業コスト 年度決算額22

ﾄーﾀﾙｺｽﾄ（千円）

事業費（千円）

人件費（千円）

0

23 年度決算額 24 年度当初予算

0 0

40.0


